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Ⅰ 選択的評価事項に係る評価結果 
 

長岡技術科学大学は、「選択的評価事項Ａ 研究活動の状況」において、目的の達成状況

が良好である。 

 

当該選択的評価事項Ａにおける主な優れた点として、次のことが挙げられる。 

○ 平成 14 年度に「ハイブリッド超機能材料創成と国際拠点形成」、平成15年度に「グリーンエネルギー

革命による環境再生」が文部科学省 21世紀ＣＯＥプログラムに採択されている。
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Ⅱ 選択的評価事項の評価 

 
【評価結果】 
  目的の達成状況が良好である。 

 
（評価結果の根拠・理由） 
Ａ－１－① 研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能しているか。 

研究の実施体制は、工学部、大学院工学研究科の教員組織に所属する機械系、電気系、物質・材料系、

環境・建設系、生物系、経営情報系の６系と、大学院技術経営研究科の教員組織に所属するシステム安全

系を合わせた７系及び語学センター、体育・保健センター、留学生センター等の17のセンターで構成され

ている。各系については、執行部（学長、理事、副学長、附属図書館長）及び各系長を構成員とする系長

会議や系長懇談会が開催され、相互の連携を図っている。また、センターについては、センター長連絡会

議が開催され、相互の連携を図っている。さらに、各系やセンター同士だけでなく、学術的プロジェクト

については、各系とセンターが連携した横断的な研究チームも組織されている。 

また、17のセンターのうち、高性能マグネシウム工学研究センターとアジア・グリーンテック開発セン

ターは、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムに採択された「ハイブリッド超機能材料創成と国際拠点形成」

及び「グリーンエネルギー革命による環境再生」を推進するため、それぞれ平成17年度及び18年度に設

置されたものである。 

研究の支援体制としては、附属図書館、各種センター（分析計測センター、情報処理センター、工作セ

ンター等）、学内委員会（組換えＤＮＡ実験安全委員会、動物実験安全委員会、放射線安全委員会）のほか、

これらの運営を支援する事務組織である研究推進課、産学連携課、学務課技術班、学術情報課が、それぞ

れ定められた所管事項を担当している。 

研究の推進体制としては、研究委員会と産学官連携・知的財産本部があり、研究推進課と産学連携課が

事務を担当している。研究委員会は、研究活動の基本的方策、研究設備等の整備、研究組織の編成と研究

協力及び研究報告等に関する事項の検討を行っている。また、産学官連携・知的財産本部は、産学官連携

活動等の基本方針を策定し、三つのセンター（テクノインキュベーションセンター、技術開発センター、

知的財産センター）の連絡調整を行っている。 

研究成果の発信に関しては、「研究者総覧」、「研究レビュー」等が大学ウェブサイトに掲載されている

とともに、「技術開発懇談会」、「高度技術者研修」、「交流フェア」等が開催されている。 

これらのことから、研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能していると判断する。 
 

Ａ－１－② 研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されているか。 

科学研究費補助金の獲得については、毎年説明会が実施され、外部資金獲得への取組、申請手続や申請

書作成の方法等について説明されている。また、大学ウェブサイトやメールにより、競争的研究資金等に

ついての情報が全教員に発信され、応募するための環境が整備されている。特に、学術研究プロジェクト

選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

Ａ－１ 大学の目的に照らして、研究活動を実施するために必要な体制が適切に整備され、機能して

いること。 

Ａ－２ 大学の目的に照らして、研究活動が活発に行われており、研究の成果が上がっていること。 
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については、科学技術振興調整費として、「重要課題解決型研究等の推進」、「若手研究者の自立的研究環境

整備促進」等のプログラムが置かれ、学長のリーダーシップの下、各系の横断的なチームが組織され、応

募・支援する体制がとられている。 

学内研究費予算である基盤研究費の配分は、教員のインセンティブを高めるため、傾斜配分方式が導入

され、また、学長裁量経費により、若手教員の研究、基礎的研究・萌芽的研究、高等専門学校との共同研

究の推進のため、公募方式による研究費の配分が行われている。 

若手研究者の育成については、産業技術総合研究所、港湾空港技術研究所、理化学研究所等と連携大学

院協定が締結されるなど、若手研究者の研究交流の促進に努めている。また、博士後期課程の大学院生を

ＲＡとして採用しているほか、学内の各種委員会を整理して、教員の教育研究活動以外の負担軽減を図っ

ている。 

国内での共同研究については、テクノインキュベーションセンターにおいて、コーディネート活動等が

行われており、受託研究・共同研究の推進、共同研究員の受入等が実施されている。また、技術開発セン

ターが設置され、企業等との共同研究や学内外における学際的共同研究の推進等が行われている。さらに、

国外では、環境問題等を抱えているアジア地域に重点を置き、同地域の大学との学術交流協定締結による

共同研究を通じて、研究者交流が行われている。このような協定を締結している大学・研究機関は、中国、

タイが８機関、ヴィエトナムが６機関、韓国、マレーシアが４機関となっている。 

技術移転については、株式会社新潟ティーエルオー及び株式会社オムニ研究所と業務提携し、知的財産

権等の活用を推進している。 

利益相反については、利益相反・債務相反ポリシーが定められ、相談窓口として利益相反アドバイザー、

審議機関として利益相反委員会が設置・運営されている。生命倫理については、組換えＤＮＡ実験安全管

理規則、動物実験取扱規程が定められ、それぞれ組換えＤＮＡ実験安全委員会、動物実験安全委員会が運

営されている。環境・安全については、安全衛生管理規定、放射線障害予防規程等が定められ、それぞれ

安全衛生管理委員会、放射線安全委員会が運営されている。 

これらのことから、研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されていると判断する。 
 

Ａ－１－③ 研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するためのシステムが適切に整備さ

れ、機能しているか。 

研究活動の現状把握、検証及び改善のための組織として、研究委員会が設置されている。平成 17 年度

には３回開催され、研究活動を推進するための基本的方針、プロジェクト研究の在り方等、研究設備及び

実験実習設備の設置計画、研究組織の編成及び研究協力等について審議を行っている。 

また、理事・副学長（産学官連携・情報担当）が本部長を務める産学官連携・知的財産本部の連絡調整

会議は、平成17年度に６回開催され、産学官連携及び知的財産に関する活動状況を検証し、改善に努めて

いる。改善の具体例としては、産学連携を円滑に推進するため、特許情報に係る技術情報に関する企業か

らの問い合わせへの対応方針の策定及びその学内周知がある。 

自己点検・評価及び外部評価等については、平成５、８、11年度に、自己評価委員会の下、教育活動・

研究活動全般について全学的な自己点検・評価が実施されているほか、外部評価及び第三者評価として、

大学評価・学位授与機構の全学テーマ別評価「研究活動面における社会との連携及び協力」（平成14年度）、

運営諮問会議の答申「長岡技術科学大学の研究の在り方について－時代をリードする実践的・創造的研究

を目指して－」（平成15年度）、平成17年度には、文部科学省に置かれる国立大学法人評価委員会の評価

を受けている。 
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教員個人の研究活動状況の検証については、評価室長、副学長（教務担当）等を構成員とする常設の教

員評価部会が、教員評価等に関する役割を果たしている。 

研究活動の改善及び推進のためのシステムとしては、前述の各組織等で把握された状況分析から改善点

等を導き、執行部に報告して、それらに基づき、関係組織等に対し改善策の策定及び実施を求めている。 

これらのことから、研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するための

システムが適切に整備され、機能していると判断する。 
 

Ａ－２－① 研究活動の実施状況（例えば、研究出版物、研究発表、特許、その他の成果物の公表状況、国内外の大学・

研究機関との共同研究、地域との連携状況、競争的資金の応募状況等が考えられる。）から見て、研究活動が活

発に行われているか。 

学会誌等に掲載された論文数は、平成13年度：587件、平成14年度：705件、平成15年度：749件、

平成16年度：1,018件となっている。また、発明届出件数は、平成13年度：34件、平成14年度：67件、

平成15年度：80件、平成16年度：73件、平成17年度：103件となっている。なお、開学以来の大学単

独特許は「地下水節水型消雪パイプシステムの揚水量検出装置」など97件、共有特許は「固形ゴムの水性

分散液の調整方法」など108件となっている。 

研究交流については、主として10の公的研究機関と連携大学院協定、21か国、53機関との間の学術交

流協定の締結などが行われている。学術交流協定を締結している機関として、大連理工大学、ミシュコル

ツ大学、シモン・ボリバール大学等がある。国際的な共同研究の事例として、カナダ British Columbia

大学と共同で世界最大の細菌ゲノムと判明したＰＣＢ分解菌のゲノム解析結果を発表するとともに、ＰＣ

Ｂ分解酵素BphAの三次元立体構造の解明に成功していることなどが挙げられる。 

また、企業及び外部機関との連携については、平成17年度は、共同研究が69件、受託研究が74件、技

術開発センタープロジェクトが33件となっている。技術開発センタープロジェクトでは、社会的ニーズに

基づく実践的な技術の開発を主眼とし、大学院生等の実践的問題解決能力を養成するため、企業等の研究

者を含めた産学共同教育研究が行われている。特に、地域との連携については、にいがた産業創造機構を

中核機関として行われた「マグネシウム合金の次世代型製品開発事業」が、文部科学省の都市エリア産学

官連携促進事業等に採択されている。 

競争的外部資金への応募については、平成17年度に、重点地域研究開発推進事業に51件、産業技術研

究助成事業に24件となっている。また、科学研究費補助金の申請件数は、平成14年度：257件、平成15

年度：254件、平成16年度：258件、平成17年度：272件、平成18年度：272件となっている。 

これらのことから、研究活動が活発に行われていると判断する。 
 

Ａ－２－② 研究活動の成果の質を示す実績（例えば、外部評価、研究プロジェクト等の評価、受賞状況、競争的研究資

金の獲得状況等が考えられる。）から見て、研究の質が確保されているか。 

文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムについては、平成14年度に１件、平成15年度に１件の合計２件が

採択されている。また、平成14年度に採択された「ハイブリッド超機能材料創成と国際拠点形成」の中間

評価は、Ｂランクの評価を受け、平成15年度に採択された「グリーンエネルギー革命による環境再生」の

中間評価は、Ａランクの評価を受けている。 

教員の研究業績については、掲載論文数が年々増加しており、平成16年度は1,018件となっている。論

文の中には、NatureやCellといった優れた国際学術誌に掲載されたものもある。また、平成16年度の受

賞件数は60件、招待講演数は137件（国内：99件、国外：38件）となっている。 
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競争的研究資金については、科学研究費補助金の採択件数及び採択金額が、平成14年度：102件、350,250

千円、平成15年度：100件、240,861千円、平成16年度：106件、363,270千円、平成17年度：110件、

506,560 千円、平成18年度：116件、447,440 千円となっている。さらに、他省庁・独立行政法人の提案

型公募事業にも多数採択されている。受託研究の総額はこの５年間に約４倍（平成13年度：135,683千円、

平成14年度：191,775千円、平成15年度：163,724千円、平成16年度：298,511千円、平成17年度：534,345

千円）、企業等との共同研究もこの５年間に10倍以上（平成13年度：13,326千円、平成14年度：28,200

千円、平成15年度：53,864千円、平成16年度：110,464千円、平成17年度：146,505千円）となってい

る。これら外部資金の獲得金額は、平成13年度：661,279千円、平成14年度：947,477千円、平成15年

度：1,033,384千円、平成16年度：1,412,101千円、平成17年度：1,964,874千円であり、この５年間に

おいて、毎年度増加している。 

これらのことから、研究の質が確保されていると判断する。  
 

Ａ－２－③ 社会・経済・文化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体からの評価結果から見て、社会・経

済・文化の発展に資する研究が行われているか。 

社会に対する貢献としては、「新潟県中越地震後の雪害軽減活動」、「中国のエネルギー・環境問題の中

長期見通し、国際社会への影響、政策課題等の研究」がメディアで取り上げられている。 

経済に対する貢献としては、マグネシウム合金に関する研究開発を通じて、環境問題解決のための新規

産業育成・雇用創出に向けた事業への展開を推進している。また、次世代ディスプレイの製造に使用され

るセラミックス結晶の製法を開発し、特許を取得している。さらに、環境エネルギーの観点から、炭素循

環として重要な天然ゴムの高機能化等で成果をあげ、日本ゴム協会優秀論文賞及び日本レオロジー学会奨

励賞を受賞している。 

文化に対する貢献としては、わが国でのフランス語の教育・普及に対してフランス共和国からパルム・

アカデミックシュヴァリエ勲章が授与されている。 

国や地方公共団体等の審議会・審査委員会等の委員に任命されている教員については、２年間で国レベ

ルで約50件、独立行政法人レベルで約30件、地方レベルで約170件、計約250件（延べ人数）となって

おり、新潟県雪冷熱エネルギー活用調査検討委員会副委員長、中越地震調査団団長、朱鷺メッセ連絡デッ

キ落下事故調査委員会委員長などを勤めることにより、研究実績が直接社会に活かされている例も多い。 

これらのことから、社会・経済・文化の発展に資する研究が行われていると判断する。 
 
以上の内容を総合し、「目的の達成状況が良好である。」と判断する。 

 
【優れた点】 
○ 平成 14 年度に「ハイブリッド超機能材料創成と国際拠点形成」、平成15年度に「グリーンエネルギー

革命による環境再生」が文部科学省 21世紀ＣＯＥプログラムに採択されている。 
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ⅰ 現況及び特徴（対象大学から提出された自己評価書から転載） 
 

１ 現況  

（１）大学名 長岡技術科学大学 

（２）所在地 新潟県長岡市上富岡町１６０３－１ 

（３）学部等の構成 

   学部：工学部 

   研究科： 工学研究科、技術経営研究科 

   附置研究所：なし 

   関連施設：語学，体育・保健，分析計測，技術開

発，工作，極限エネルギー密度工学研究，留

学生，ｅラーニング研究実践，情報処理，ラ

ジオアイソトープ，音響振動工学，理学，マ

ルチメディアシステム，テクノインキュベー

ション，高性能マグネシウム工学研究，アジ

ア・グリーンテック開発の各センター 

（４）学生数及び教員数（平成18年５月１日） 

 学生数：学部1,293人，大学院1,017人 

   教員数：208人 

２ 特徴  

本学は，実践的かつ創造的な指導的技術者の養成とい

う社会的ニーズに応えるため，“大学院に重点を置く新

構想大学”として，昭和51年 10月１日に開学した工学

系大学である。学部は工学部，大学院は工学研究科に修

士課程及び博士後期課程，技術経営研究科に専門職学位

課程（システム安全専攻）を設置している。 

  本学の使命は，健全な社会の発展に必要な学問技術を

創造・構築するとともに，これに携わる独創的・指導的

な能力ある人材を育成し，かつ開かれた大学として社会

に貢献することにある。 

この使命を達成するため，本学は，新たな「技術科

学」すなわち“技学”を創出し，それを担う実践的・創

造的な技術者の養成を行い，及びこれらを通じて社会と

の連携を図ることを基本理念としている。 

  “技学”とは，「現実の多様な技術対象を科学の局面

から捉え直し，それによって技術体系を一層発展させる

技術に関する科学」を意味し，それは，実践の中から学

理を引き出し，それを再び実践の中で試すという，学理

と実践の不断のフィードバック作用による融合を目指し，

さらに，理学，工学から実践的技術，管理科学等の諸科

学に至る幅広い理解と応用を期待するものである。 

  “技学”を上述のような意味に解する以上，それはま

た，実践的技術者の養成と社会との連携を内に含んでい

る。すなわち，実践と学理との融合は，教育面における

実践的技術者の養成として機能するとともに，大学と社

会との紐帯の強化を指向する。いわば，実践的技術者の

養成と社会との連携は，“技学”の概念に由来し，また，

“技学”の概念に収斂している。したがって，これらは

不即不離・表裏一体の関係にあり，相互に関連しながら

本学の基本理念を構成している。 

  この本学の基本理念から派生する特徴として，次の諸

点が挙げられる。 

①高等専門学校卒業者等を第３学年に，専門高校，普通

高校の卒業者等を第１学年に受け入れ，特色ある技術教

育の体系をとっている。なお，入学者の選考には推薦入

学制度を大幅に採用している。 

②創造力のある実践的な技術者を育成するため，学部と

大学院修士課程まで同じ定員幅による一貫した教育体制

としている。 

③実践的技術教育の充実のため，実験・実習等を重視し

た実践的技術の開発を主眼とした教育を行うとともに，

最先端の技術の実態に常に触れさせるよう配慮している。 

④指導的技術者として必要な人間性の陶冶と，実践的技

術感覚を体得させるため，学部第４学年後半に約５カ月

間，企業，官庁，公団等の現場（海外を含む）における

実務訓練（インターンシップ）を実施している。 

⑤幅広いカリキュラムの編成により，広い視野と人間性，

的確な洞察力と豊かな語学力を養うため，学部・大学院

修士課程において所要の科目の履修を義務づけている。 

⑥開かれた大学として社会人を積極的に受け入れるため，

大学院の９月入学制度，高等学校工業担当教員リフレッ

シュ教育コースを開設している。 

⑦大学院における社会人留学生を含め，留学生を積極的

に受入れとともに，各国の大学・研究所との学術交流，

開発途上国の大学等への教育・研究協力を積極的に推進

している。 

⑧企業等との連携の企画推進を図る等，産学一体による

共同研究を積極的に推進するため，技術開発センターを

設置し，産学一体のリエゾン支援プロジェクトを編成し，

開発・研究の推進を図っている。 

⑨国際標準の安全理論，安全法規の基礎の上に立ち，安

全技術とマネジメントスキルを統合して応用する「シス

テム安全」に関する実務教育及び専門職養成の課程を開

設している。 
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ⅱ 目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

本学は，学部・修士一貫教育を大学設立の趣旨とし，教育研究の基本理念を，技学－技術科学－に関する創造

的能力の啓発と実践的技術の開発として捉えるとともに，人類の繁栄に貢献し得る新たな技術の開発を担う，実

践的・創造的能力を備えた指導的技術者の養成に置いている。教育目的として次の諸項目を設定し，学部教育は，

これら諸項目の基礎的部分を培うことを目指している。 

１．自然環境，人類の文化的・経済的活動など，技術科学をとりまく諸事情を理解し，広い視野を持って人類の

幸福と持続的繁栄に技術科学を応用する意義を正しく認識した技術者を育成すること。 

２．技術科学の開発と実践につき，社会に対する責任を自覚し，説明する能力を有する技術者を育成すること。 

３．地域，国家，国際的規模で技術科学の開発を実践する視野を持ち，また，その基礎となる意思疎通能力を有

した技術者を育成すること。 

４．社会の変化に対応し，新しい情報を柔軟に取り入れることができ，生涯を通じて自己の能力を高めることが

できる技術者を育成すること。 

５．技術科学の専門分野に関し，確固たる基礎知識に立脚した専門性と応用力を有した技術者を育成すること。 

６．新しい技術科学分野を開拓する創造力を有した技術者及び研究者を育成すること。 

７．技術科学の実践において，指導的な役割を果たすことができる技術者を育成すること。 

（学士課程・大学院課程等ごとの独自の目的） 

【学士課程】 

 学士課程は，大学設置の趣旨に沿った入学方針から，学生の約８割を高等専門学校等卒業者で，残りを専門高

校卒業者と普通高校卒業者等で構成している。また，上記項目３等と関連し，主として，アジア・中南米などの

発展途上国から，多様な留学生を様々なルートで受け入れている。これらに対応した選抜方法の整備，学習歴に

留意した授業科目の配置，カリキュラム編成などが，下記の目標の設定と密接に関係している。また，本学の基

本方針・体制は，一般の４年制大学工学部に対し高等技術教育の「複線化路線」の役割を担う意味も大きい。 

 学部共通の教育目標と課程別にかかる教育目標は，以下のとおりである。 

１．教育目的１～４に関連し， 

（1）学部を通じて，総合科目（人文，社会，管理科学），専門基礎科目，外国語科目の一層の充実を図る。 

（2）可能な限り少人数教育による指導の充実を図る。 

（3）第一外国語（英語）については，能力別及び技能別クラス編成を行い，学習の効率化を図る。第二外国語

については，開講言語の多様化を推進し，広い国際的視野を培う。 

（4）情報技術（IT）教育の充実を図る。 

（5）３年入学生との一体的教育のため，１年入学者に３年進学の課程別取得単位条件を設定し，達成させる。 

２．教育目的４～６に関連し， 

（1）学部を通じて，専門科目，実験，実習，演習の一層の充実を図る。これを助けるため，TA 制度と，実践的

能力向上に資するシニア・テクニカル・アドバイザー制度の導入，充実を図る。 

（2）卒業研究に代わる実務訓練(インターンシップ)につき，効果の一層の充実と，グローバル化対応の海外実

務訓練の導入を図る。訓練先機関との間でシンポジウムを開催，改善を図る。 

（3）マルチメディア機器活用教材の開発と活用，高専等との連携に資する遠隔授業方法の開発，実践を図る。 

３．教育目的全体に関連し， 

（1）学部・修士一貫教育の趣旨に沿うカリキュラム編成及びシラバスの充実を図る。 

（2）全学及び各課程のアドミッションポリシーの周知徹底を図る。 

（3）実践的・創造的技術者の養成という基本理念に沿った教育に資するため，教員構成において，大学以外の

経験者の一定比率の確保を図る。 
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（4）学生には在学中及び卒業時アンケートにより習熟度等の自己判定をさせるとともに，教育改善に資する。 

（5）全課程について，JABEE認定を受けるべく準備を進め，教育目標の達成の向上に資する。 

【大学院修士課程及び博士後期課程】 

修士課程入学者の構成は，学部・修士一貫教育の趣旨に沿って，８～９割が本学学部からの進学者とし，残り

を他大学，高専専攻科卒業生としている。大学の基本理念とも関わる海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）の研修経

験等を有する社会人留学生も受け入れる。また，博士後期課程は，学部・修士一貫教育修了者だけでなく，他大

学修士課程修了者や社会人学生，発展途上国における拠点形成に資する留学生等も受け入れる。従来の「材料工

学」，「エネルギー・環境工学」，「情報・制御工学」の３専攻に新たに「生物統合工学」専攻を設置している。 

 工学研究科の教育目標は，以下のとおりである。 

修士課程では， 

１．学部・修士一貫教育の趣旨を踏まえ，教育目的１～４に関連し，共通科目（人文，社会，管理科学）の一層

の充実を図る。 

２．教育目的３～６に関連し， 

（1）学生には必要単位数を設定，先端的研究につながる基礎及び専攻専門科目の充実を図るともに，ほぼ半数

まで他専攻専門科目も修了要件単位として認定し，計画的な履修を勧める。 

（2）関連分野を広く理解できる能力を養うセミナー・輪講を充実し，修士研究テーマの位置づけを理解させる。 

（3）研究指導の充実と研究成果の関連学会での発表の推進を図る。 

（4）学際領域を含む各分野の最先端技術と各専門分野との関連を学び，企業等での生産及び研究開発の視点と

社会的要請に応え得る能力を養うための学外専門家による特別講義等の充実を図る。 

（5）上記（1）～（4）を通じて修士論文の完成を図る。 

博士後期課程においては， 

１．教育目的３～７に関連し， 

（1）専門分野での自主的な研究，活動を支援する。 

（2）必要な単位取得のための少人数輪講の充実を図る。 

（3）権威ある学会での研究成果の発表及び論文投稿を推進する。 

（4）国際会議等での母国語以外での討論の推進を図る。 

（5）上記（1）～（4）を通じて博士論文の完成を図る。 

２．教育目的全体に関連し， 

（1）実践的・創造的技術者の養成という基本理念に沿った教育に資するため，教員構成において，大学以外の

経験者の一定比率の確保を図る。 

（2）全学的な教育上の問題点の点検を行う委員会等を設置し，教育制度の改善・充実を図る。 

（3）修士課程修了生及びその採用企業等へのアンケート調査を行い，大学全体の教育改善の充実を図る。 

なお，大学院では，企業との共同研究等に多くの学生を参加させ，教育目標の達成に役立たせる。 

【大学院専門職学位課程】 

 技術経営研究科は，企業等で安全に関わる実務経験のある者や社会的に関心の高まる安全技術とマネジメント

の修得によるスキルアップを目指す社会人を主な入学者としており，教育目標は以下のとおりである。 

１．社会人学生が無理なく体系的な知識と実務能力を習得できるような授業方法，授業内容等の充実を図る。 

２．ケーススタディを含めた，実習・演習等を充実し，実務能力の涵養を図る。 

３．実務能力と国際感覚を身につけるため，海外の安全認証機関や安全技術者養成機関等でのインターンシップ

を実施する。 

４．システム安全に関する体系的な知識と理解を深めるため、特定のテーマでのプロジェクト研究を実施する。 
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ⅲ 選択的評価事項に係る目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

選択的評価事項Ａ 「研究活動の状況」に係る目的 
 本学の特色であるVOS(V(Vitality：活力), O(Originality：独創性), S(Services：社会奉仕))の基本理念のも

と、研究活動に関する基本的な方針と、それら基本的な方針により達成しようとする成果は，次のとおりである。 

１．研究活動に関する基本的な方針 

 （１）学理と実践との融合・フィードバックから生まれる創造的実践的科学・技術や新しい価値の創成をめざす、

“技術科学（技学）”の実践を理念とし、先端的研究、融合領域的研究において、いくつかの分野で世界的

水準をリードし、我が国の技術革新に資する。 

 （２）技術科学におけるシーズの発信、その他研究成果の社会への積極的発信及び企業や外部研究機関との共同

研究を推進し、地域連携研究等を通じ地域においても先導的役割を果たす。 

 （３）研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための評価内容・方法や、外部からの評価・検証シス

テムを確立する。 

 （４）社会のニーズや研究の進展に即応した弾力的な研究者等の配置を実現する。 

 （５）研究資金を効果的に活用するための全学的な配分システムを整備する。 

 （６）研究に必要な施設・設備等の活用・整備、研究を支援する図書館機能の充実を図る。 

 （７）知的財産センターを設置し、知的財産の創出、取得、管理及び活用に全学的に取り組む。 

 （８）学外との研究交流や学内共同研究を一層推進する。 

 （９）社会との連携・協力、社会サービス等に関しては、国や地域の要請に応じて、人材その他の資源を積極的

に提供する。 

 （１０）全学的な産学官連携体制を整備する。 

 （１１）国際交流等に関しては、人材育成面、研究面及び地域での国際交流の推進、国際貢献の充実を図る。ま

た、特にアジア、中南米の諸大学・研究機関との国際的研究交流を図り、その拠点としての役割を果たす。 

２．研究活動に関する基本的な方針に基づき達成しようとする主な成果 

 （１）「材料」、「情報」、「エネルギー・環境」及び「バイオ」の分野における先端的研究の推進に重点的に

取り組む。特に、21世紀COEプログラムで採択された「材料」及び「エネルギー・環境」の分野での活動成

果をもとにして、飛躍的な発展をめざす新たな世界最高水準の拠点形成や研究プロジェクトを企画・立案し、

その実践や推進を図る。 

 （２）プロジェクト研究等で得られた成果を、ホームページやシーズ集、その他出版物の発行を通じて公開する

とともに、シンポジウム、研究報告会等を開催し、学内外に向けて積極的に発信する。また、国際的研究協

力の面では、特にアジア、中南米諸国における大学や研究機関との国際シンポジウムや研究協力を、COEを

中心に推進し、これら地域の研究活動の活性化に資し、国際的貢献を図る。 

 （３）発表論文、特許などの質を考慮した評価システムを構築し、評価結果の有効なフィードバック・システム

を確立するとともに、評価結果を資源配分に有効に反映させるシステムを整備する。また、外部評価方法を

整備し、公開シンポジウムを積極的に開催するとともに，大型プロジェクトについては、成果を公表するだ

けでなく、評価・検証結果を学外へ積極的に公表する。 

 （４）学長の主導により、新たな領域・分野に機動的に研究者等を配置するための定員留保制度を導入する。 

 （５）萌芽的研究及び基礎研究並びに高等専門学校との優れた共同研究に対しても、学内審査を経て研究費の配

分を行う。また、オーバーヘッド制（外部資金の一部を全学的経費としてプールする制度）等の導入を含め

た研究資金の全学的活用策を実施する。 

 （６）共同利用が可能な各種大型試験機器や大型分析装置などの研究設備の充実に努める。更に、研究室等の使

用にスペース・チャージを全学的に導入し、研究スペースのより有効で効率的な活用を実施する。  また、

高等専門学校に対して電子ジャーナルや統合図書館システムを提供・共有し、拠点図書館機能の充実を図る。 

 （７）知的財産ポリシー、利益相反ポリシー及び責務相反ポリシーを確立する。また、研究者の特許出願支援に

必要なシステムを整備すると共に、外部機関と連携の下に民間への技術移転（TLO）活動を推進する。 

 （８）研究領域ごとに定期的に行う高等専門学校・長岡技術科学大学教員交流研究集会の充実を図る。また、研

究領域を超えた学内共同研究プロジェクト等を積極的に推進する。 

 （９）各種審議会等への委員として参画するなど国・地方公共団体等に対する協力を推進する。また、社会のニ

ーズに応える魅力ある公開講座、技術開発懇談会、高度技術者研修などの研修会等を開催し、他大学等との

連携も考慮し、社会人への教育サービスを継続・充実する。 

 （１０）学内教員の研究成果（特許、論文、研究技術紹介など）外部発信機能を充実し、産学官の研究交流会や

研究発表会等を定期的に実施する。また、民間企業等からの技術相談に適切に応じる学内システムを構築す

るなど、産学リエゾン機能を強化する。 

 （１１）アジア・中南米諸国をはじめとする諸外国の教育研究機関との連携のもと、世界最高水準の国際的教育

研究拠点の形成を図る。また、外国人研究者の受入れ体制を整備・充実するとともに、学術研究交流を推進

し、研究水準の向上を図る。                  
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ⅳ 自己評価の概要（対象大学から提出された自己評価書から転載） 
 

選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 
研究の実施体制には，「工学部」，「大学院工学研究科」及び「大学院技術経営研究科」の教員が所属する７

系と「学内共同教育研究施設」の 17 センター，並びに研究分野を横断する２件の「21 世紀 COE プログラム」

や「大型プロジェクト」などがある。その中の８センター，附属図書館と各種委員会が研究支援組織として，

また研究委員会と産学官連携・知的財産本部が研究推進組織として配置され，これらの運営は，担当の「事務

組織」がそれぞれの所管事項に関して全面的に支援しており，全学の研究の実施・支援・推進体制の各組織が

適確に整備され，十分機能している。 

学長の強いリーダーシップの下，外部研究資金獲得，資金配分，大学の重点分野への支援，日本を代表する

研究機関との連携など，研究活動を推進するための積極的，かつ適切な施策が項目ごとに定められ，実施され

ている。その結果，それぞれの施策に対応する研究活動において実績が質・量ともに着実に上がっている。ま

た，研究成果は，冊子体及び Web で公表・発信している。利益相反，生命倫理，環境・安全等については，そ

れぞれ必要な規程を設け，所轄の委員会が適切に運営している。従って施策実施の効果は十分に上がっている。 

研究活動の質の向上のための活動状況の検証が各種委員会等で適切に行われ，それら検証結果から抽出され

た問題点等の改善が活発に各種委員会等で検討されている。また，外部評価等で指摘された問題点等について

も改善がなされていることから，研究活動の検証及び改善のためのシステムは適確に整備され十分に機能して

いる。 

大学全体で学会誌に掲載された論文数は着実に毎年増加しており，研究成果の公開状況及び教員の研究活動

は極めて活発である。また，他の研究機関及び企業等との共同研究も年々増加し，地域との研究交流も活発に

行っている。さらに，各教員が競争的資金獲得のため各種の公募に積極的に応募している。 

「エネルギー・環境」，「材料」，「バイオ」，「情報」などのそれぞれの研究分野において，研究活動を推進す

るための積極的，かつ適切な施策が講じられている。それにより，外部評価結果，２件の COE プログラムの採

択と中間評価結果，競争的資金の獲得状況，及び教員の研究活動実績からみて，研究の質は十分確保され着実

に向上している。 

本学教員の研究活動や本学で開発された技術は，社会・経済・文化の各領域において，その発展に大いに貢

献している。また，国や地方公共団体等の審議会・審査委員会等の委員に任命されている教員も多く，研究開

発活動に関連して，政策形成，実施にも大きく寄与している。 
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ⅴ 自己評価書等リンク先 
 
 長岡技術科学大学のホームページ及び機構に提出した自己評価書本文については、以下のアドレスからご参

照下さい。 
 なお、自己評価書の別添として提出された資料の一覧については、次ページ以降の「ⅵ 自己評価書に添付

された資料一覧」をご参照下さい。 

 

 

  

 

 

 

  長岡技術科学大学  ホームページ  http://www.nagaokaut.ac.jp/ 
 

 

機構        ホームページ  http://www.niad.ac.jp/ 

 

            自己評価書   http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou200703/ 

                                        daigaku/jiko_nagaoka_d_s200703.pdf 
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ⅵ 自己評価書に添付された資料一覧 

 

事 項 資料番号 根拠資料・データ名 

選択的

評価事

項 Ａ 

 

 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

研究活動実績票 別紙様式①－甲・乙 

研究活動実績票 別紙様式② 

研究活動実績票 別紙様式③ 

研究の実施体制組織図 

教員・研究員等の配置状況（2006.5現在） 

研究支援・推進組織 

研究支援・研究推進のための事務組織 

研究推進組織 

産業界等との連携・協力のための組織 

教育・研究の基盤となる主な研究設備の稼動（機能）状況 

研究資産取得状況（平成16年度） 

研究成果の発信システムと発信状況 

科学研究費補助金説明会 

科学研究費補助金の申請・採択状況 

平成17年度競争的研究資金等情報提供数 

主な横断的学術研究プロジェクト（平成17年度） 

平成17年度主な提案型公募事業（競争的資金）採択状況 

平成17年度傾斜配分方針（研究部門） 

平成18年度学長裁量経費による研究活動の推進 

連携大学院締結機関 

ＲＡとＴＡの採用数 

委員会の設置等 

平成17年度企業等との共同研究・受託研究数 

海外拠点形成 

海外学術交流協定締結数 

平成17年度海外渡航研究者及び来学研究者数 

生命倫理等関係諸規程 

国立大学法人長岡技術科学大学運営組織図 

研究に関する評価活動等 

評価室及び部会の組織図 

論文数、著書数及び発明届出数の推移 

学術交流協定締結機関等一覧表 

共同研究等の年度別件数 

平成17年度主な競争的資金応募状況 

教員の研究実績一覧 

過去５年間の外部資金受入実績 




